
家計簿に例えると…

歳入決算額　369億1442万円 歳出決算額　351億1581万円

市の一般会計決算額は、金額が非常に大きいため、各決算額を市の人口で割り、額を縮小して1か月
の家計簿に置き換えました。食費（人件費）や医療費（扶助費）などが大きな割合を占めています。

決算における本市の状況をお知らせします。
決算概要

～1か月の収入～
給料（基本給） 12.3万円
（市税）

給料（諸手当） 9.1万円
（地方交付税・地方譲与税・各種交付金）

不動産収入・貯金の利子など 2.5万円
（分担金及び負担金・使用料及び手数料・寄附金・財産収入・繰越金・諸収入）

貯金の引き出し 2.1万円
（繰入金）

実家からの援助 11.6万円
（国県支出金）

銀行からの借入れ 4.0万円
（市債）

合計　41．6万円

～1か月の支出～
食費 5.5万円
（人件費）

医療費 11.3万円
（扶助費）

ローン返済 2.4万円
（公債費）

家のリフォーム 4.1万円
（普通建設事業費）

光熱水費・被服費 6.1万円
（物件費）

子どもへの仕送り 3.3万円
（繰出金）

その他（町内会費など） 6.9万円
（補助費等・維持補修費・投資及び出資金、貸付金・積立金）

合計　39．6万円▶

差額の2.0万円は翌月へ繰越 （＝翌年度繰越金）　

市債
35億2626万円

各種交付金
25億8504万円

地方譲与税
2億3316万円

地方交付税
52億8916万円

国県支出金
102億5122万円

その他の収入
17億5576万円

繰入金
18億2895万円

寄附金
1億0096万円

使用料及び手数料
2億7728万円

分担金及び負担金
1億3675万円

市税
109億2988万円

積立金
17億3851万円

投資及び出資金、貸付金
8800万円

維持補修費
1億2841万円

補助費等
41億4531万円

繰出金
28億9438万円

物件費
54億0538万円

普通建設事業費
36億6737万円

公債費
21億4080万円

扶助費
100億1657万円

人件費
48億9108万円

依存財源
218億8484万円

その他の経費
143億9999万円

投資的経費
36億6737万円

義務的経費
170億4845万円

自主財源
150億2958万円
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市民一人あたりで計算すると…

企業会計別決算収支の状況

各会計別決算収支の状況

一般会計決算額を市民一人あたりに計算すると396,077円の市民サービスを行っています。
（歳出目的別）（令和4年3月31日現在人口88,659人）

９月の市議会定例会において認定された令和３年度
令和３年度

区分
会計名

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出
 事業収益 事業費用 資本的収入 資本的支出

水道事業会計 8億4582万円 7億8624万円 2億5187万円 4億3582万円
簡易水道事業会計 7811万円 6779万円 3220万円 3423万円
下水道事業会計 9億8663万円 10億2764万円 9億8277万円 11億7167万円
病院事業会計 9億4786万円 8億4363万円 4億4044万円 4億3858万円

区分
会計名
 一般会計 369億1442万円 351億1581万円 17億9861万円 3億0969万円 14億8892万円
 国民健康保険特別会計 78億4367万円 77億6135万円 8232万円 0万円 8232万円
 土地取得特別会計 336万円 336万円 0万円 0万円 0万円
 市営住宅管理事業特別会計 7998万円 7761万円 237万円 0万円 237万円
 介護保険
特別会計

 64億3989万円 61億9455万円 2億4534万円 0万円 2億4534万円
  1086万円 0万円 1086万円 0万円 1086万円
 後期高齢者医療特別会計 22億8855万円 22億7977万円 878万円 0万円 878万円

合　計 535億8073万円 514億3245万円 21億4828万円 3億0969万円 18億3859万円

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源 実質収支額

議会費
（議会運営関係事業）

2,730円
〔決算額　2億4203万円〕

総務費
（市政運営管理費など）

47,365円
〔決算額　41億9932万円〕

民生費
（高齢者・子育て支援事業など）

143,731円
〔決算額　127億4301万円〕

衛生費
（ごみ処理事業など）

34,825円
〔決算額　30億8757万円〕

農林水産業費
（農業振興推進事業など）

6,037円
〔決算額　5億3519万円〕

労働費･商工費
（地域産業振興など）

3,678円
〔決算額　3億2612万円〕

土木費
（道路改良維持管理など）

16,776円
〔決算額　14億8733万円〕

消防費･災害復旧費
（消防防災関係事業など）

12,580円
〔決算額　11億1537万円〕

教育費
（小中学校維持管理事業など）

34,592円
〔決算額　30億6691万円〕

公債費
（借入金償還）

24,146円
〔決算額　21億4080万円〕

諸支出金･予備費
（特別会計･公営企業会計繰出など）

69,617円
〔決算額　61億7216万円〕

保険事業勘定
サービス事業勘定
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